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2019年5月、世界132か国が参加する「生物多

様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政

策プラットフォーム」(IPBES)は、人類の活動によって

約100万種以上の動植物が絶滅の危機に瀕してい

るという調査報告書を公表しました1)。現在の種の絶

滅速度は、地球規模では過去1000万年の平均より

も数十倍から数百倍早くなっており、さらに加速して

いるとして、生物多様性の低下を危惧しています。

日本国内においても、持続可能な開発目標(SDGs)

および愛知目標(2016年に名古屋市で開催された

COP10で採択された行動目標)の達成に向け、絶滅

危惧種の保護や侵略的外来種への対策などさまざ

まな生物多様性の保全に関する取り組みが行われ

ています。そうした生物多様性の保全に関する政策

を進めるうえで、「生物種の分布生息情報」は最も基

本となるものです。

環境DNA分析技術は、生物の生息状況を把握す

るための画期的な調査手法として注目されています。

特に、淡水域および海域に生息する水生生物を対

象とした分析技術は、ここ3～4年の間で飛躍的に向

上しました。わずか1Lその場所の水(環境水)を汲む

だけで、水に含まれる環境DNAの網羅的な配列情

報から、その場所にいた魚類2)、鳥類3)、哺乳類4)、エ

ビ・カニ類5)など複数の分類群ごとの生物相を調べる

ことが可能になっています。

また、調査対象に選んだ生物種の環境DNA濃度を

測定することで、その種の現存量を推定することがで

きます。さらに、水槽実験や潜水観察調査等により環

境DNA濃度と生息個体数との関係式を導き、環境

DNAの生成・分解・拡散に関する物理モデルと統合す

ることで、現場の環境DNA濃度から生息個体数を推

定することも将来的には可能になると考えられます。

そのほかにも、核DNAおよびミトコンドリアDNA由来

の2種類の環境DNA濃度を測定し、その検出比率か

ら繁殖期や繁殖場所を推定したり6)、種内の遺伝的

な違いを検出することで在来型と人為移入型の分

布状況を調べたり7)と、環境DNA分析技術の応用の

可能性がますます広がっています。さらには、生物の

生理反応を反映するRNAを環境中から回収して調

べる環境RNAの研究も始まっており、将来は環境水

を汲むだけで、そこに生息する生物のストレス度や生

殖腺成熟度のような「状態」を調べることができるよう

になるかもしれません。

英国スコットランドのネス湖では、あの有名な未確

認生物「ネッシー」の探索を目的として、2018年から

オタゴ大学による環境DNA調査が始まりました。まさ

に「捕まえずに存在を調べられる」という環境DNA分

析技術の利点を生かした調査であり、どのような結

果が出るのか非常に興味深いところです。

本号は｢環境DNA特集｣として、当社の取り組みや

この技術を用いた調査についてご紹介します。
※2ページ　環境DNA分析の概要　参照
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■社会基盤整備に係る環境アセスメント(調査計画立案、現地調査、予測評価、対策検討、事後調査)、環境計画
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■自然環境の調査・解析、生物生息環境の保全・再生・創造
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■災害危機管理、災害復旧計画
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